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私立大学のガバナンスに関する現況調査の実施について（お願い） 

 

 拝啓 秋冷の候、貴学におかれましてはますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 平素は、当研究所に格別のご高配を賜り、篤く御礼申し上げます。 

 現在、文部科学省の「学校法人ガバナンス改革会議」で、学校法人のガバナンス体制を抜

本的に変えようとする審議が進行しております。これは、改正されたばかりの私立学校法の

執行状況を検討することなく、また、私立大学等の経営の実情を把握せずに、社会福祉法人

と同等の仕組みを押し付けるものであり、私立大学の経営の安定と発展を阻害することに

なりかねません。 

 そこで本調査では、大学の多様なガバナンスの実態に関する基礎的な調査を行うことに

より、私立大学の経営改善への課題を明確にしたいと願っています。 

 つきましては、ご多忙の折に真に恐縮とは存じますが、オンライン調査にご協力いただき

ますように、お願い申し上げます。 

  
敬具 
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2021 年 10 月 6 日 
日本私立大学協会附置私学高等教育研究所 

「私立大学のガバナンスに関する研究プロジェクト」 
 
 

「私立大学のガバナンスに関する現況調査」実施要項 
 
【趣 旨】 
 
 文部科学省の「学校法人ガバナンス改革会議」では、社会福祉法人や公益法人と同等

のガバナンス機能の発揮を根拠として、学校法人のガバナンスの抜本的な見直しが進め

られています。評議員会の監督機能の強化、評議員による理事の選・解任、学内関係者

の上限、評議員の親族就任の禁止などが提起されており、私立大学経営の多様な実状を

理解していない外部メンバ－が中心となって、全ての学校法人に社会福祉法人等と同等

の仕組みが強制的に導入されようとしています。令和 2 年から施行された改正私立学校

法では施行後 5 年を目途とした検討が附則で規定されていますが、その執行状況の調査

や見直しを行うことなく、私立学校法の性急な再改正が行われることになります。 
戦後、私立学校制度は私学の自主性が尊重される形で制定され、逐次に亘り改善され

ながら歴史的に定着してきました。一部の私立大学で発生した不祥事を理由にして、正

常に運営されている殆どの私立学校の経営ガバナンスを強制的に変更させる今回の一

方的な「改革」の動きは、自主的で多様な私立学校の管理運営の円滑な実施が妨げられ、

経営課題の遂行に多大な困難を招く恐れが少なくありません。 
このため、本調査では、私立大学の経営ガバナンスの多様な実状について可能な範囲

で調査し、専門的で公正な立場から客観的に分析することによって、学校法人の経営管

理上の特色や課題を整理して、私立大学の経営改善と充実発展に役立てることを目的と

しています。 
私立大学は日本の高等教育の大部分を担い、自主・自律を旨として多様な発展を遂げ

てきました。私立大学が社会の期待に応え今後さらに飛躍するために、私立大学の経営

改善と私学振興に繋がる高等教育政策への有効な提言を出したいと願っています。 
 
 
 

プロジェクトリーダー 
           西 井  泰 彦（私学高等教育研究所 主幹) 

                 両 角  亜希子（東京大学大学院 准教授 
/私学高等教育研究所 研究員） 
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【調査概要】 
 
１．調査事項 

（１）理事について 
（２）監事について 
（３）評議員について 
（４）理事会及び評議員会の運営その他について 
 

２．調査対象    全ての私立大学 
 
３．調査時期  2021 年 10 月 6 日～10 月末日 
 
４．アンケート回答締め切り日  2021 年 10 月末日 
 
５．調査方法   オンライン調査 
 
６．調査結果の利用 

本調査の集計分析結果については、調査報告書のほか、本研究所の研究員等による Web ページ

での公開、アルカディア学報への掲載又は学会・紙誌等における研究成果の発表等を行います。活

用・公表の際には大学名等の個別情報が含まれる形での調査報告や情報の公表等は行いません。調

査票は個別情報の流出がないよう厳重に保管し、本プロジェクトでの分析研究等が終了した時点で

適切に廃棄します。 
調査協力校に対しては、速報値をご提供致します。 

 
７．調査の方法 
 以下のアドレスからアクセスし、回答してください。 
   https://jp.surveymonkey.com/r/riihe-project 
 ＊調査票（PDF）と回答の web アドレスは、私学高等教育研究所 web サイトの「お知らせ」

（https://www.shidaikyo.or.jp/riihe/news/）に掲載の本調査に関するご案内からも、ご覧頂けま

す。   
  
【アンケートに関するお問合せ】 
「私立大学のガバナンスに関する研究プロジェクト」まで、e-mail でお寄せ下さい。 

E-mail：riihe.project@riihe.jp 
                           

 

その他のお問合せ      

日本私立大学協会附置 私学高等教育研究所 

坂下景子、高山亜弓  

〒102-0073 東京都千代田区九段北 4-2-9 私学会館別館第二ビル 

Email：info@riihe.jp   TEL：03-5211-5090 


